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AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]９月11日刊行
農地転用許可制度を詳しく解説！　参考資料も充実
　　　　　農地転用許可制度の手引 新訂版

　　　　　　　R07-13　A5判･321頁　定価1,430円 税込み・送料別

農地転用許可制度の概要を詳しく、わかりやすく解説した手引書です。
　農地法・同施行令・施行規則の規定をベースに、農地法関係通知の記載内容を交えて具体的に解説。長年にわたり関係者等から好評を得ています。
今回の新訂版では、令和６年の農地法改正で設けられた農地転用に係る手続の厳格化、営農型太陽光発電事業への厳格な対応など新たに盛り込み、内容の充実を図りました。
農地転用の事務に携わる農業委員会や都道府県等の関係者はもとより、各種開発事業に携わる皆さまにとっても制度の仕組みと運用の考え方の理解に役立つ一冊です。


〔 目次概要 〕
第１章 農地転用許可制度のあらまし／１制度の目的、２制度の内容、３許可を要しない場合、４転用許可等の手続、５転用許可基準の概要（立地基準、一般基準）
第２章 農地転用許可基準について／１農地転用許可基準等の法定化の経緯、２立地基準（農用地区域内の農地、甲種農地､第１種農地、第２種農地、第３種農地）、３不許可の例外（農用地区域内農地の不許可の例外、甲種農地の不許可の例外、第１種農地の不許可の例外、第２種農地）、４一般基準（被害防除措置の妥当性、効率的・総合的な農地利用、一時転用の取扱い）、５農地法第５条の許可基準、農地法附則第２項
特例・違反措置／１農作物栽培高度化施設に関する特例、２営農型太陽光発電に係るガイドライン、３違反転用に対する措置
参考資料／１農地転用の推移、２違反転用の是正状況、３宅地分譲を目的とする宅地造成事業の特例措置一覧、４農地法関係事務に係る処理基準の一部改正について(抄）、５「農地法の運用について」の制定について（抄）、６農地法関係事務処理要領の制定について（抄）、７農地転用及び農業振興地域制度に係る相談・苦情処理窓口の設置について、８農業振興地域の整備に関する法律（抄）、９都市計画法（抄）、１０農地法・農地法施行令・農地法施行規則（抄）三段表
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	1,430円
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